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①実施プログラムの改正の概要

■京都府産木材認証制度の改正（R3.3）
・「特認」制度終了。ウッドマイレージCO2京都の木認証は府内の取扱
事業体が取り扱ったのもののみ。

■認証（証明）木材に係る府の支援制度の拡充
・「京都の木証明」も府の支援制度等の対象に。

↓
□実施プログラムを改正
・府内加工証明の廃止（府外加工は「京都の木証明」）
・依頼書様式の追加・見直し、押印の原則廃止 等

改正の背景

実施プログラム（京都府産木材認証制度実施プログラム）とは…

京都府産木材認証制度において、府指定認証機関（＝木連）として①認
証・証明、②認証機関登録事業体の認定登録手続き、③事業体への指
導・助言等を適正に実施する事項を定めたもの



②－１ウッドマイレージCO2京都の木認証と京都の木証明（しくみ）

ウッドマイレージＣＯ２京都の木認証と京都の木証明の木材の流れ
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②－２ ウッドマイレージCO2京都の木認証と京都の木証明（しくみ）

ウッドマイレージ
CO2京都の木認証

京都府産木材の証明＋
ウッドマイレージCO2の計算

京都の木証明

京都府産木材の証明

木材の流れ（模式図）

ＣＯ２

ＣＯ２

凡
例

ウッドマイレージCO2京都の木認証の対象となる木材の流れ
京都の木証明の対象となる木材の流れ

3



②－３ ウッドマイレージCO2京都の木認証と京都の木証明（しくみ）
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○年○月○日付けで依頼のことについて、下記
のとおり京都府産木材であることを証明します。
あわせて、当該木材のウッドマイレージCO2計算
結果について報告します。

○年○月○日付けで依頼のことについて、下記
のとおり京都府産木材であることを証明します。
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②－４ ウッドマイレージCO2京都の木認証と京都の木証明
（依頼書の変更点）

主な変更内容（依頼書様式）

・「府内加工証明」等、不要項目の削除

・記載内容の明確化（問い合わせの多くある箇所等を修正）

・押印の廃止

・「ウッドマイレージCO2京都の木認証」と「京都の木証明」の両者依頼する
様式の追加（様式７）



ウッドマイレージCO2京都の木認証依頼書（様式３）

・押印は不要
・「府内加工証明の有無」を削除
・「特殊材料の有無」を削除
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京都の木証明依頼書（様式５）
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・押印は不要
・工事（製品の種類）など、様式全体を変更



ウッドマイレージCO2京都の木認証＋京都の木証明依頼書（様式７） 【新様式】
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・押印は不要
・「ウッドマイレージCO2京都の木認証」と
「京都の木証明」を同時に依頼
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③－１ 認証制度改正の留意点（１）

■加工等で府外を経由した材は、５月１日以降はすべて「京都の木証明」になるのか？

→府外で加工された材であっても、木材の納品時点で取扱事業体（特認を含む）であれば、
その木材はウッドマイレージCO2京都の木認証が可能
（例：「特認」の認定期間内（～R3.4.30）に府内に出荷された府内産材）

ウッドマイレージCO2京都の木認証

京都の木証明

R3.5.1R2.5.1

特認の開始 特認の終了

（特認の材のみ）

府外の事業体

取扱事業体 認証機関登録事業体

特認移行前 特認移行後

R3.5.1以降に府内出荷された
府内産材は京都の木証明

（WM認証不可）

取扱事業体認定期間に府内に出荷された
府内産材は、WM認証可能（納品日で確認）
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■一つの物件にウッドマイレージCO2京都の木認証材と京都の木証明材が混在する。
※ひろがる京の木整備事業を申請する場合（補助率に差がある。）

→認証と証明を同時に依頼できる様式を新設（様式７）
（WM認証材であっても京都の木証明で依頼することは可能）

③－１ 認証制度改正の留意点（２）



③-２ 認証、証明審査のチェックポイント
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Q 何を審査するのか

■現物での確認は出来ないため、納品書や請求書等の伝票で確認する。

※伝票＝現場まで適正に分別管理されたことを証す「証拠」

■そのため、伝票には必要な事項や情報が記載されていることが必要
また、事後に作成された「出荷証明書等」は根拠資料とはなりません。

■記載必要事項（確認）
品目や寸法、数量はもちろん、下記事項が確認できることが必要
・合法性が証明されているか。
・「ウッドマイレージCO2認証材」、「京都の木証明材」が明記されているか。
※単に「府内産材」と記載されている場合は、「京都の木証明」材として扱います。

適正な伝票のリレーが出来ているかが重要！

A ・府内産材であることの確認（分別管理）
・流通経路の把握（WMの場合）



それぞれの伝票に必要事項が記載されていること
①合法性、 ②ウッドマイレージCO2京都の木認証材、または、京都の木証明材

※単に「京都府産材」のみの記載は「京都の木証明材」とします。

③－３ 京都府産木材認証（証明）の根拠（適正な伝票のリレー）
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加工事業体

申請者

流通販売業者Ｂ

流通販売業者Ｂが発行
する納品伝票
（品名ごとの材積が分
かるものを添付）

木材集出荷販売事業者

森林組合・素材生産事業者

流通販売業者A

木材集出荷販売事業者
が発行する納品伝票

加工事業体が発行する
納品伝票

流通販売業者Ａが発行
する納品伝票

森林組合・素材生産業
者が発行する荷渡票等

事後調査の際、この
過程の伝票を確認

認証（証明）依頼の際は
この納品伝票を添付

（最終伝票）



伝票記載例（素材生産：取扱事業体）
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取扱事業体認定番号

【記載上の注意点】

● ウッドマイレージCO₂京都の木認証

の対象であること

● 合法的に伐採されたこと

合法性の根拠書類が添付されていること

出 荷 年

 

月 日     年 月  日

種 （  ・   等を記 ）

材

伐 採 箇

森 林 所 有

積    ３

所 （  まで記 ）

者 （ 名）

備  

取 扱 事 業 体 認 定 登 録 番 号         

（ 所） 所

 名  は 名  （事業体名、  者名等）

合 法 性 の 確 認 書 類

（   の  の 書 類 を 添 付 ）

□ 森林経 計 に係る伐採等の 出書
□ 伐採  伐採後の 林の 出書
□   林内 木伐採 可等（ 根拠資料の 体名を記載 ）
□ 林 開発 可書
□ 合法性証明ガイドラインの運用方法を活用した証明書類（伝票等）
□ その （ 拠資料の 体名を記載 ）

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認がされた木材です。

【注】記載例
「上記の京都府産木材は、京都府産（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）」等と記載。
合法性証明ガイドラインの運用方法を活用する場合は、伝票中に認定団体により付された認定番号も記載。

京都府産木材 荷 伝票（ ンプ ）

 中

丸太の合法性が確認できる根拠資料（写し）

例

● 森林経 計 認定書・森林経 計 書

● 伐採  伐採後の 林の 出書

●   林内択伐（間伐） 出書

● 林 開発 可書

● 合法性証明ガイドラインの運用方法を活用
した証明書類（伝票等）

など

ＣＯ２



伝票記載例（素材生産：認証機関登録事業体）
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認証機関登録事業体認定登録番号

【記載上の注意点】

合法性の根拠書類が添付されていること

丸太の合法性が確認できる根拠資料（写し）

例

● 森林経 計 認定書・森林経 計 書

● 伐採  伐採後の 林の 出書

●   林内択伐（間伐） 出書

● 林 開発 可書

● 合法性証明ガイドラインの運用方法を活用
した証明書類（伝票等）

など

出 荷 年

 

月 日     年 月  日

種 （  ・   等を記 ）

材

伐 採 箇

森 林 所 有

積    ３

所 （  まで記 ）

者 （ 名）

備  

認証機関登録事業体認定登録番号         

（ 所） 所

 名  は 名  （事業体名、  者名等）

合 法 性 の 確 認 書 類

（   の  の 書 類 を 添 付 ）

□ 森林経 計 に係る伐採等の 出書
□ 伐採  伐採後の 林の 出書
□   林内 木伐採 可等（ 根拠資料の 体名を記載 ）
□ 林 開発 可書
□ 合法性証明ガイドラインの運用方法を活用した証明書類（伝票等）
□ その （ 拠資料の 体名を記載 ）

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認がされた木材です。
【注】記載例
「上記の京都府産木材は、京都府産（京都の木証明対象）」等と記載。
合法性証明ガイドラインの運用方法を活用する場合は、伝票中に認定団体により付された認定番号も記載。

京都府産木材 荷 伝票（ ンプ ）

 中

● 京都の木証明の対象であること

● 合法的に伐採されたこと



【伝票の記載上の注意（  ３年５月１日以降の伝票の標記）】

※ 「ウッドマイレージ CO₂ 京都の木認証」の対象になる木材は「京都の木証明」 の対象になります。

※ 「京都の木証明」の対象になる木材は、 「ウッドマイレージ CO₂ 京都の木認証」の対象には

なりません。

※「京都府産」のみ標記されている場合は、「京都の木証明」の対象になる木材となります

伝票記載例（加工：取扱事業体）
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No

.

事業体番号 取扱事業体認定番号

○○製材所

  者名

下記のとおり納品申し上げます。

品名  種   数 量 単  単     要

合計

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認された木材です。

【注】記載例
「ウッドマイレージCO2京都の木認証」の対象になる木材の場合：

「上記の京都府産木材は、京都府産（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）」等と記載。

「京都の木証明」の対象になる木材の場合：「上記の京都府産木材は、京都府産（京都の木証明対象）」等と記載。

○○○○工務店  中

年 月 日

納品書（ ンプ ）

         

取扱事業体認定番号

京都府産木材であること

合法的に伐採されたこと

どの木材が京都府産木材か分かるよう

に記載

 1

●  要 に「京都府産（ウッドマイレージ

CO₂ 京都の木認証対象）」 は「京都府産

（京都の木証明対象）」と記載

 2

● ※印を付ける

「※印は京都府産（ウッドマイレージ

CO₂ 京都の木認証対象）」 は

「※印は京都府産（京都の木証明対

象）」と記載

  

京都府産
（ ウ ッ ド マ イ レ ー ジ

C O 2  京都の木認証対象
）

（ 梁 • 桁 ） （   ） （○○×○○×○○m m ）

（ 梁 • 桁 ） （   ） （○○×○○×○○m m ）
京都府産

（京都の木証明対象）



【伝票の記載上の注意（  ３年５月１日以降の伝票の標記）】

※ 取扱事業体か  荷した「ウッドマイレージ CO₂ 京都の木認証」の対象になる木材は

「京都の木証明」の対象になります。

※ 「京都の木証明」の対象になる木材は、「ウッドマイレージ CO₂ 京都の木認証」の対象には

なりません。

※「京都府産」のみ標記されている場合は、「京都の木証明」の対象になる木材となります

伝票記載例（加工：認証機関登録事業体）
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No

.

事業体番号 認証機関登録事業体番号

○○製材所

  者名

下記のとおり納品申し上げます。

品名  種   数 量 単  単     要

合計

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認された木材です。

【注】記載例

「京都の木証明」の対象になる木材の場合：「上記の京都府産木材は、京都府産（京都の木証明対象）」等と記載。

○○○○工務店  中

年 月 日

納品書（ ンプ ）

         

認証機関登録事業体の番号

京都府産木材であること

合法的に伐採されたこと

どの木材が京都府産木材か分かるよう に

記載

 1

●  要 に「京都府産(京都の木証明対象)

」と記載

 2

● ※印を付ける

「※印は京都府産(京都の木証明対象)」

と記載

  

京都府産
（ 京都の木証明対象）（ 梁 • 桁 ） （   ） （○○×○○×○○m m ）

（ 梁 • 桁 ） （   ） （○○×○○×○○m m ）
京都府産

（京都の木証明対象）



③－４ 認証（証明）依頼の手続き
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納品書か 、証明に係る府内産材を、該当の木材一覧 様式に転記
（品目毎の寸法、数量、材積、合計材積）
→様式７の場合は、「WM認証材」と「京都の木証明材」を分ける。

受け取った納品書の記載内容を確認

該当の依頼書様式に必要事項を記載

チェックシートで確認後、FAXまたはメー で木連に提出（押印不要）
提出書類 ： ①依頼書＋②木材一覧 ＋③納品書

STEP1

STEP２

STEP３

STEP４

依頼書の作成

証明書のあて
先に注意

「WM認証」対象材」のみ
（様式３－１，３－２）

「京都の木証明」対象材のみ
（様式５－１，５－２）

両者混在（WM＋京都の木）
（様式７－１，７－２）

・取扱事業体番号
・納品先、納品場所
・合法性の記載

・ウッドマイレージ
CO2認証または京都
の木証明の対象材
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③－５ 認証（証明）依頼の手続き（様式）

様式の種類 依頼書 木材一覧 

ウッドマイレージCO2京都の木認証 3-1 3-2

京都の木証明 5-1 5-2

ウッドマイレージCO2京都の木認証  
京都の木証明

7-1 7-2

■木材一覧表は、同じ内容が記載されている書類（木拾い表、使用材料一覧表
など）で代用可能です。

記載項目：品名、樹種、数量、規格（寸法）、材積、合計材積、納材業者

※様式７－２の場合は、上記に加えて、ウッドマイレージCo2京都の木認証材、
京都の木証明材の区分、材積、合計材積

■家具・備品の場合は、材積が計算できる図面を添付してください。



　　No.

取扱事業
体

認定番号
　H15－Ｔ－99

B加工業者

下記のとおり納品申し上げます。

品名  種   数　量 単　 単　  　  　　要

土台    120×120×4000 19 本 WM認証

土台    120×120×3000 4 本 WM認証

母屋    120×120×3000 1 本 WM認証

母屋    120×120×4000 2 本 WM認証

母屋    120×150×4000 6 本 WM認証

合計 32

納品書

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認された木材です。

A流通業者　　 中

 

　　　　年　　月　　日　

認証機関登録
事業体認定番号

　R2－ＮＴ－99

C加工業者

下記のとおり納品申し上げます。

品名  種   数　量 単　 単　  　  　　要

土台    120×120×4000 4 本 京都府産

 引    105×105×4000 12 本 京都府産

火打    105×105×4000 1 本 京都府産

火打    120×270×3000 2 本 京都府産

火打    120×210×4000 6 本 京都府産

合計 25

上記の京都府産木材は、京都の木証明対象です。

納品書

　　　　年　　月　　日　
 

A流通業者　　 中

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認された木材です。
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③－６ 認証（証明）依頼の手続き（事例） 加工業者か 流通業者まで

C加工業者
（認証機関登録事業体）

B加工業者
（取扱事業体）

A流通業者
（取扱事業体）



【様式７－２】   

使用材料一覧

縦 横 長さ

土台    19 120 120 4000 1.0944 京都木連材木店 ○

土台    4 120 120 3000 0.1728 京都木連材木店 ○

母屋    1 120 120 3000 0.0432 京都木連材木店 ○

母屋    2 120 120 4000 0.1152 京都木連材木店 ○

母屋    6 120 150 4000 0.4320 京都木連材木店 ○

土台    4 120 120 4000 0.2304 京都木連材木店 ○

 引    12 105 105 4000 0.5292 京都木連材木店 ○

火打    1 105 105 4000 0.0441 京都木連材木店 ○

火打    2 120 270 3000 0.1944 京都木連材木店 ○

火打    6 120 210 4000 0.6048 京都木連材木店 ○

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

0.0000

1.8576

1.6029

3.4605

ウッド
マイレージ

CO2認証

京都の木
証明

小計

ウッドマイレージCO2京都の木認証

京都の木証明

合　計

品名  種 数量
  (mm) 材積

(㎥)
納材業者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　No.

取扱事業体
認定番号

　○○○－Ｔ－○○○

A流通業者

下記のとおり納品申し上げます。

品名  種   数　量 単　 単　  　  　　要

土台    120×120×4000 19 本
京都府産

（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）

土台    120×120×3000 4 本
京都府産

（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）

母屋    120×120×3000 1 本
京都府産

（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）

母屋    120×120×4000 2 本
京都府産

（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）

母屋    120×150×4000 6 本
京都府産

（ウッドマイレージCO2京都の木認証対象）

土台    120×120×4000 4 本
京都府産

（京都の木証明対象）

 引    105×105×4000 12 本
京都府産

（京都の木証明対象）

火打    105×105×4000 1 本
京都府産

（京都の木証明対象）

火打    120×270×3000 2 本
京都府産

（京都の木証明対象）

火打    120×210×4000 6 本
京都府産

（京都の木証明対象）

合計 57

※上記の京都府産木材は、材料となる 木が京都府内の森林か 合法的に伐採されたことが確認された木材です。

納品書

　　　　年　　月　　日　
 

 D工務店　　 中
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③－７ 認証（証明）依頼の手続き（事例） 加工業者・流通業者か 工務店（現場）

A流通業者
（取扱事業体）

D工務店（現場）

認証（証明）依頼
【様式７－２】作成

工務店への伝票（最終伝票）
〔取扱事業体の例〕

分別管理

伝票の順番通りに使用材料一覧 様式に転記

※同一  の材であっても集計せずにそのまま転記



まとめ

■ 京都府産木材認証が本 的に２本 てに

■ 認証（証明）依頼は、ウッドマイレージ、京都の木、両者混合の３パターンに
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■ 適正な伝票のリレー
認証（証明）審査は、依頼書に添付される最終伝票（納品書）が根拠
となるため、必要な事項が記載されていることが重要
（川上か 川下まで適正な伝票が繋がってること）

※事後調査を行う場合がありますので、伝票等は５年間適正に 存願います。
また事後調査の対象となった場合には該当する伝票等の写しの提出など、
円滑な調査にご協力願います。
※年度末は依頼が殺到しますので、時間的余裕をもって依頼願います。

お
願
い
！

  ３年５月１日以降



付） 用語解説
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京都府産木材認証制度 京都府産木材の利用推進による地球温暖化防止を目的とする制度（平成16年度京都府制定）

京都府産木材 京都府内の森林から、合法的に伐採された樹木を材料とする木材

京都府産木材証明書 京都府産の木材であることを証する書面

ウッドマイレージＣＯ２ 木材の輸送過程における二酸化炭素の排出量で、基準に基づき算出されたもの。環境負荷の評価基準となるもの。

ウッドマイレージＣＯ２京都の木認証 京都府産木材の証明及びウッドマイレージＣＯ２計算書の発行

京都の木証明 京都府産木材の証明

取扱事業体
京都府産木材認証又は京都府産木材証明の対象となる木材の生産、加工又は流通を行う事業体として京都府知事が認
定した者

緑の事業体
京都府産木材認証又は京都府産木材証明の対象となる木材を使用して建築（緑の工務店）又は設計（緑の設計事務
所）を推進する事業体として、京都府知事が登録した者

指定認証機関 京都府産木材認証及び京都府産木材証明を行う機関として京都府知事が指定した者（京都府木材組合連合会）

認証機関登録事業体 指定認証機関により認定及び登録された事業体

京都府産木材認証
取扱事業体によって生産、加工及び流通された木材に対して、指定認証機関が京都府産木材証明書及びウッドマイ
レージＣＯ２計算書を発行すること

京都府産木材証明
取扱事業体又は認証機関登録事業体によって生産、加工及び流通された木材に対して、指定認証機関が京都府産木材
証明書を発行すること

京都府産木材利用推進協議会
京都府産木材の利用及び販売を促進するため、全ての取扱事業体及び緑の事業体並びに認証機関登録事業体が構成員
として組織する協議会

京都府（市）地球温暖化対策条例
府（市）民ぐるみで地球温暖化を防止するための対策等を定めたもの。地域産材の利用は森林の保全を通じた地球温
暖化防止に繋がるため、一定規模以上の建築物には府内産木材の利用を義務づけている。


